
国土強靭化地域計画
国土強靱化 基本計画と地域計画の関係

国土強靭化基本計画

■国土強靭化の基本的考え方（第１章）
〔理念〕
○基本目標
①人命の保護
②国家・社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される
③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④迅速な復旧復興
○強い経済社会システムを確保し経済成長の一翼を担う

〔基本的な方針〕
○東京一極集中からの脱却、「自律・分散・強調」形の国土の形成
○施策の重点化、ハード対策とソフト対策の適切な組合せ

■脆弱性評価（第２章）～各施策の達成度等から評価～
■国土強靭化の推進方針（第３章）～施策分野ごとの推進方針～

（例）【保健医療・福祉分野】 広域的な連携体制の構築 等
【エネルギー分野】 エネルギー供給設備の災害対応力の強化 等
【国土保全分野】 ハード・ソフト両面の総合的な対策 等

■計画の推進と不断の見直し（第４章）

○５年ごとに見直し
○施策やプログラムの進捗管理
○15のプログラムを重点的に推進

国土強靱化地域計画の策定イメージ

○国土強靱化に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、地域の
実情に応じた施策を策定・実施する責務を有する。（法第４条）
○施策の推進に関する基本的な計画を定めることができる。
（法第１３条）

○基本目標、基本的な方針、基本的な進め方、特に配慮すべき
事項は基本計画との調和を保たなければならない。（法第１４条）

調和

○脆弱性評価：現状の各施策の達成度等から評価
○推進方針：各分野から国土強靱化に資する施策を抽出・

整理し、 総合的に勘案して推進方針を決定する。

○○県強靱化計画

（国土強靱化に資する施策）

◆国土強靱化アクションプラン

○基本計画を着実に推進するため、施策の進捗を評価し、取り組むべき
方針をまとめる
○具体的な数値指標の目標を設定し、可能な限り定量的に評価

○地域の特性に応じた地域固有の数値目標を付加
○短期・長期的な視点をもち、分かりやすい指標等を用いて、
ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を実施
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国土強靱化地域計画の策定

強靭化の基本的な進め方

「国土の強靭化」は、国・地域のリスクマネジメントであり、以下のPDCAサ
イクルを繰り返して、取り組みを推進する。

（資料：国土強靭化地域計画策定ガイドライン）

強靱化地域計画の策定作業

ＳＴＥＰ１（目標の明確化）
①基本目標 → 人命の保護等４つの目標【策定委員会で宣言】
②事前に備えるべき目標 → 基本計画の８つの目標を参考に設定

ＳＴＥＰ２（リスクシナリオ、施策分野の設定）
①想定するリスク → 南海トラフ地震、集中豪雨など

大規模自然災害
②リスクシナリオ → 基本計画の４５の事態を参考に設定
③施策分野 → 基本計画の個別施策１２分野及び横断的３分

野を参考に設定

ＳＴＥＰ３（脆弱性の分析・評価、課題の検討）
①各部局がリスクシナリオに対応した施策（事業）を抽出
②各施策の指標の進捗状況を集約
③リスクシナリオを回避するためのプログラム（施策群）を整理
④プログラムの脆弱性の分析・評価、課題の検討

ＳＴＥＰ４（対応方針の検討）
①リスクへの対応方針の検討
→脆弱性の評価結果を元に、プログラム・施策分野毎の
推進方針を作成

ＳＴＥＰ５（重点化・優先順位付け）
①施策の重点化・優先順位付け 【策定委員会にて決定】

〔１２分野〕 行政機能 ／ 住宅・都市 ／ 保健医療・福祉
エネルギー ／ 金融 ／ 情報通信
産業構造 ／ 交通・物流 ／ 農林水産
国土保全 ／ 環境 ／ 土地利用（国土利用）

〔３分野〕 リスクコミュニケーション ／ 老朽化対策 ／ 研究開発

国土強靱化地域計画の特徴
①国土利用や経済社会システムの強靱化に着目し、地域の体質・構造を変革
②発災前における（＝平時の）施策のみを対象
③脆弱性評価を行い、まちづくり政策・産業政策も含めた総合的な対策を検討
④施策の重点化・優先順位付けを行い、進捗管理を適切に実施
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プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態 （＝リスクシナリオ）

○ 8つの［事前に備えておくべき目標」と45の「起きてはならない最悪の事態」
※ は国の重点化すべき１５のプログラム
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大分県国土強靱化地域計画について

１．基本目標

① 人命の保護が最大限図られること

② 県政及び社会の重要な機能が致命的な障害を

受けず維持されること

③ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

④ 迅速な復旧復興

２．策定の基本的な進め方

① 地域を強靱化する上での目標の明確化

② リスクシナリオ（最悪の事態）、強靱化施策

分野の設定

③ 脆弱性の分析・評価、課題の検討

④ リスクへの対応方針の検討

⑤ 対応方策について重点化・優先順位付け
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